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１．はじめに  

 地域公共交通は人々の生活を支えるため維持・存続

が求められる一方，人口減少や自動車中心社会の進行

による利用者数の減少に伴う衰退が進んでいる．交通

事業者は採算の悪化や運転士不足の問題によりサービ

ス水準を下げざるを得ず，さらなる利用者数減少の悪

循環に陥っている．こうした中，公共交通への自動運転

の導入が検討されている．自動運転により，運転士不足

の解消やより円滑な走行の実現が見込まれ，採算の改

善・利用者増等が期待できる．このように公共交通に大

きな影響を及ぼすことが想定される自動運転を地域に

導入する際には，各地域の特性を踏まえた運営体制の

把握や持続性の検討が有効だと考えられる． 

そこで本研究では，地域公共交通サービスの持続性

に関する示唆を得ることを目的に，事業者視点ならび

に利用者視点から考察を行う．具体的には，国内外の地

域公共交通の事例整理・類型化を踏まえビジネスモデ

ルを 3 つ仮定し，利用者の意向を把握するためのアン

ケートを実施した．特に，本研究は自動運転の普及など

の社会状況の変化を想定して，将来の地域公共交通サ

ービスに対する支払意思額の変化を推定する点に特徴

がある． 

 

２．自動運転社会を想定した地域公共交通の類型化  

 事例整理として，国土交通省の事例集 1)より 58 事例

を整理したもの，ヨーロッパと日本を比較したもの，自

動運転公共交通の実証実験事例を整理したものの 3 種

類を実施した．なお事例整理時は都市類型 2)ごとに類型

化を図った．これらを踏まえ，都市類型ごとに，よく見

られる現状と課題・地域公共交通の運行形態・自動運転

導入により解決できる課題・想定される運行事業者を

表-1 にまとめた．同じ都市類型の中でも異なる形態の

バスの運行が求められる一方，異なる都市類型同士で

も似た運営形態のバスが想定されることが分かった．

上記より図-1に示す3つのビジネスモデルを仮定した． 

表-1 都市類型ごとの地域公共交通の特徴 

 

 
図-1 仮定したビジネスモデルの特徴 

 

３．自動運転の地域公共交通に関するアンケート調査  

3.1 アンケート概要 

 2 章では事業者の視点から類型化を実施した．持続性

に関する利用者視点からの考察を行うため，個人属性 

表-2 アンケート概要 

キーワード 自動運転社会，地域公共交通，路線バス，運営体制，持続性 

連絡先 〒169-8555 東京都新宿区大久保 3-4-1 早稲田大学創造理工学部社会環境工学科 交通・都市研究室
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図-2 将来の公共交通に対する意識

 

図-3 公共交通に関する財政への考え方 

 

図-4 クロス集計の結果から得られた傾向 

と利用意向との関係や，仮定したビジネスモデルごと

の支払意思額の変化を明らかにすることを目的とした

アンケートを実施した．アンケート概要を表-2に示す． 

 

3.2 個人属性と利用意向/支払意思額に関する考察 

将来の公共交通利用に関して(図-2)，公共交通の財政

に関して(図-3)，アンケートの単純集計結果を示す．こ

れらをクロス集計し，得られた傾向 4 点を図-4 に示し

た．以上を持続性の観点から考察した．まず，現在の赤

字の公共交通への補助金に賛成する人が 60%以上であ

ることと傾向④より，【時代問わず地域に公共交通が必

要だという認識がある人が多数】ということが考えら

れる．また傾向①②③より【自動運転技術の信頼度，す

なわち認知度を高めることが，自動運転の公共交通の

利用・持続性の向上に繋がる】ということが考えられる．

これは井坪ら 3)が示した【試乗後のほうが自動運転技術

への信頼度が高まる】と類似した傾向を得たといえる． 

 

図-5 社会的割引率を考慮した支払意思額 

 次に，3 つのビジネスモデルそれぞれの走行が想定さ

れる場面，2020 年代後半/2030 年代/2040 年代の各年代

で想定される公共交通/自家用車への自動運転普及状況

の 2 点を示した上で，3 モデル×3 年代=9 パターンの支

払意思額を尋ねた際の集計結果(社会的割引率 1.83%考

慮済)を図-5に示す．集計結果より，支払意思額は【地

方自治体主導モデル≧住民主導モデル>交通事業者主

導モデルの順に高い】ことが示された． 

 図-5 より，いずれのモデルにおいても，支払意思額

は 10年ごとに１割ずつ下がり続けることが明らかにな

った．よって，地域公共交通サービスの維持費用も同程

度下げなければ持続が難しいということが推測される． 

 

４．おわりに  

 本研究では，都市類型ごとに抱える課題・検討点の把

握や仮定したビジネスモデルを踏まえたアンケート結

果の考察を行い，自動運転社会を想定した地域公共交

通の持続性に関する示唆として個人属性と利用意向の

関係性や支払意思額の変化を明らかにした． 

地域公共交通サービスの持続性を検討する際には，

支出（運営側のコスト削減）と，収入（公的補助・運賃

収入），双方のバランスを考慮する必要がある．本研究

では自動運転を想定した支払意思額の変化について検

討した．今後は，自動運転による運営コストの削減や公

的補助の増加についての検討を行うことで，さらなる

地域公共交通の持続性向上に繋がると考えられる． 
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